
早稲田大学・文学学術院・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８９

基盤研究(B)（一般）

2020～2018

再生可能エネルギー事業開発にかかわるアクティビズムと合意形成に関する比較研究

Comparative study about the activism and consensus building about development of
 the renewable energy

００３３３５８４研究者番号：

西城戸　誠（N, Makoto）

研究期間：

１８Ｈ００９３３

年 月 日現在  ５   ６   ６

円    13,200,000

研究成果の概要（和文）：本研究は日本国内外における再生可能エネルギーを推進するアクティビズムと反対す
るアクティビズムの事例研究と、日本における再生可能エネルギーに対するコンフリクトを把握するための自治
体調査を行った。これらの分析から、再生可能エネルギーの持続可能な開発に向けた「現場に即した規範や倫
理」による合意形成のロジックを提示し、地域に資する再生可能エネルギーへ向けた「よりよい現実的な選択
肢」を提示した。
その実現のための理念的な方向性は「固有性の尊重」と「多様な社会的文脈やステークホルダーの利害関心と接
合するための試行錯誤」、さらにその試行錯誤の結果生み出される再文脈化である。

研究成果の概要（英文）：This study conducted case studies of activism promoting and opposing 
renewable energy in Japan and abroad, as well as a survey of local governments to understand the 
conflicts against renewable energy in Japan. Based on these analyses, we proposed a logic of 
consensus building based on "field-oriented norms and ethics" for the sustainable development of 
renewable energy, and presented "better and realistic options" for renewable energy that would be 
beneficial to local communities.
The philosophical direction for achieving this is "respect for specificity," "trial and error to 
connect with diverse social contexts and stakeholder interests," and the re-contextualization that 
results from this trial and error.

研究分野：環境社会学

キーワード： 再生可能エネルギー　アクティビズム　合意形成　社会的受容性
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
第一に最近の社会的課題となっている再生可能エネルギー事業による地域のコンフリクトの実態を把握できた。
第二に再生可能エネルギーの持続可能な開発に向けた「現場に即した規範や倫理」による合意形成のロジックと
して、固有性の尊重と、多様な社会的文脈やステークホルダーの利害関心と接合するための試行錯誤、その結果
生み出される再文脈化の重要性を指摘し、その社会実装の具体的な事例を指摘した。例えば地域の利益に供する
基金の設立、環境共生型の再生可能エネルギー事業の実施、地域の紛争を回避するような仕組み、地域の文脈を
読み解き、潜在的なステークホルダーを掘り起こして戦略的に媒介する「メディエーター」の存在などである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 東日本大震災と福島第一原発事故後、日本の多くの地域で再生可能エネルギーに取り組む動
きが活発化していた。だが、日本の再生可能エネルギー事業は、地域外の資本による外挿的な開
発が主流であり、地域福利に貢献しない、環境破壊をもたらすといった問題が指摘されている。
そこで地域に資する再生可能エネルギー（コミュニティパワー）を先駆的事例として紹介する事
例研究や、その開発のための諸条件を析出する研究が増加している。申請者らは、風力発電を中
心としたコミュニティパワーの事例研究から開発のための外的条件を析出し、再生可能エネル
ギーと地域の社会的受容性に関する先導的な研究を実施してきた。 
 一方で、大規模な再生可能エネルギー開発に対する反対運動が顕著になってきている。その実
態把握はジャーナリストやルポライターによる報告が散見されるものの、環境運動を事例とし
て取り上げる環境社会学や社会運動研究では、本格的な調査研究は充分に行われていない。また、
再生可能エネルギー開発に対する反対運動（re-active な活動）の記述方法が、結果として社会
問題が表面化した時にその現象を学術的な対象として取り扱っていたため、「社会的軋轢」とい
う形で反対運動ほどに顕在化していないが、再生可能エネルギー事業の開発による地域社会に
存在する問題を十分に扱うことができない。 
 さらに賛成／反対と二項対立的に問題を理解する社会運動研究では、地球温暖化やエネルギ
ー供給のための再生可能エネルギー事業に向けた pro-active な運動が地域固有文化を尊重する
re-active な運動と対立する中でコミュニティパワーを正当化するロジックをどう生み出せば良
いのかといった実践的な課題や、未来世代のために自然保護の観点から再生可能エネルギー事
業に反対した re-active な運動の論理と、同じく未来世代のためのエネルギー供給の観点から再
生可能エネルギーを推進する pro-active な運動の論理が並立した場合、どの世代間倫理を担保
するべきかといった問題に応えることができない。つまり、再生可能エネルギーの導入による環
境負荷を巡る社会的対立の議論（green on green）に対して、「現場に即した規範や倫理」から
合意形成のためのロジックや、現実的な解を見出す方法論を考える必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
 
 福島原発事故以降、再生可能エネルギー事業の導入をすすめる運動と、再生可能エネルギー事
業への抗議活動も各地で顕在化している。こうした再生可能エネルギーにかかわる双方の運動
の包括的な調査は行われていない。また、従来の環境社会学における環境運動研究は、運動が起
こる社会的事象の因果メカニズムを説明するにとどまり、双方の運動が生じる現実の中からど
う問題解決すればよいか、十分に示されていない。本研究では、再生可能エネルギー事業を推進
する運動と反対する運動の双方について国内外で事例研究を行い、特にそれぞれのアクティビ
ズム自体がもっている論理とその源泉に注目して分析する。この分析から再生可能エネルギー
の持続可能な開発に向けた「現場に即した規範や倫理」による合意形成のロジックを提示し、地
域に資する再生可能エネルギー（コミュニティパワー）へ向けた「よりよい現実的な選択肢」を
提示することである。また、日本各地の自治体調査によって、再生可能エネルギーに対するコン
フリクトの実態を把握する。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は 3 つのパートからなる。第一に、海外事例調査としてオーストラリアと米国ハワイ州
における再生可能エネルギーに関わるアクティビズムの事例研究を実施する。第二に、国内事例
調査として、震災以降に発生した再生可能エネルギー事業に対する反対運動の動態と、再生可能
エネルギーを推進する運動についての事例研究を実施する。また、再生可能エネルギーに関する
反対運動をメディア情報からその動態の把握を行う。第三に、全国自治体への調査票調査を実施
し、再生可能エネルギーに関わるコンフリクトの事例を収集する。 
  
 
４．研究成果 
 
（1）海外事例調査による知見の概要 
 オーストラリアと米国ハワイ州における再生可能エネルギー事業に対するアクティビズムの
調査を実施した。 
 前者については、2010 年代に開始されたオーストラリアにおけるコミュニティパワーの取り
組みが、どのように全国的なセクターとして基盤を確立していったのか、また、州レベルの支援
政策のもとでどういったプロジェクトやビジネスモデルが展開しているのか、さらに持続的で



社会的に公正なエネルギーのあり方を目指し、社会的弱者に対する支援につながる再生可能エ
ネルギーの実践について、事例研究を行った。 
 第一にヘップバーン風力協同組合を事例に、コミュニティパワーのプロジェクトが、ヘップバ
ーン市が市全域を自然エネルギー100%で供給し、正味で温室効果ガス排出ゼロを目指す計画を
展開しており、その背景には、ヘップバーン風力協同組合のスタッフが、地域コミュニティとの
関係性を構築しつつ、オーストラリアにおける風力発電事業に関わるステークホルダーとの協
働プロジェクトを展開する中で、自然エネルギー事業開発に関わる専門的な知識（開発に関する
専門的知識と地域の社会的な課題）をコーディネートし、国や州へのロビーイング活動につなげ
ていったことを明らかにした。第二に、オーストラリアにおけるコミュニティエネルギー会議や、
その事務局機能を担った組織（コミ 
ュニティパワー機関、コミュニティエネルギー連合）の活動内容や、これらの活動によって生ま
れてきたコミュニティパワーの事例研究を行った。同様の活動は日本においても展開されつつ
あるが、オーストラリアのコミュニティエネルギーのネットワークに、情報の参照点が確立され、
コミュニティエネルギーに関する情報が日々取り上げられており、コミュニティエネルギー会
議の参加者やこれまでのインタビュー対象者のほとんどがこのサイトを主要な情報源としてい
たことが明らかになった。第三に、オーストラリアの自然エネルギー事業の中で、持続的で社会
的に公正なエネルギーのあり方を目指し、社会的弱者に対する支援につながる実践を試みてい
る事例の調査を行った。例えば、地産の自然エネルギーを重視した電力供給だけではなく、低所
得者用住宅への太陽光発電の導入を展開し、事業収益の一部をコミュニティ支援プログラムに
活用や、先住民コミュニティの自律的発展を目指したものであり、事業収益は、先住民コミュニ
ティにおける健康問題、家族問題の解決へ向けた生活・福祉支援サービスのための財源として期
待されていた。 
 後者の米国ハワイ州カウアイ島の第一次調査を 2020 年 1 月に行った。カウアイ島のエネルギ
ー源が、サトウキビ産業の歴史の中で構築され、その後、地元資本のカウアイ電力が成立した。
100％再生可能エネルギーに向けて、大規模なバイオマス発電設備の建設を行っている。設備運
用についてはドイツに本社をもつ企業が行っているが、それ以外は地元住民に従事することが
望ましいという理由で、再生可能エネルギー事業で働く人を増やすために、地元の教育機関で人
材育成を行っている。一方で、ネイティブハワイアンが住む地区においては、「ハワイ人のため
の開発」という名目で開発を進める地元有力者に対して、ローカル住民が露骨な利益誘導に反発
した事例も見いだされた。「再生可能エネルギーは環境に良い、利益も生む」というフレーズに
対して、ネイティブハワイアンの現状や、かつて土地を奪われた経験があるネイティブハワイア
ンの警戒心は根強く、かれらを「権利ばかり主張している」「環境やエネルギーへの理解が少な
い」と判断することによって分断が生じている。このように地元への利益配分は意図されている
ものの、エネルギーを購入する立場の住民が利益配分だけではなく、再生可能エネルギー導入以
前の地域、住民理解を巡って反発する事例が確認された。 
 なお、米国ハワイ州カウアイ島への第二次調査は、新型コロナウィルス感染拡大の影響によっ
て実施できず、調査研究、考察をこれ以上深めることはできなかった。 
 
（2）国内事例調査による知見の概要 
 日本国内における再生可能エネルギー事業に対する反対運動の動態については、メディアの
情報を集め、以下のような知見が得られた。日本の再生可能エネルギーの普及のために 2012 年
に施行された固定価格買取制度（FIT）によって、太陽光発電の開発に伴う地域のトラブルが飛
躍的に拡大した。地域別にみると、長野県、山梨県、静岡県が多く、これは日射量が多く、開発
対象となりやすい山林や共有地がおおいことが主な原因であると考えられる。また、大分県や岩
手県では非常に大規模な開発があり、事業開発に対するトラブルが見られる。逆に本州の日本海
側では、太陽光発電の反対運動はみられなく、逆に風力発電に対する反対運動の事例が多い。そ
して、太陽光発電事業に対するトラブルの理由は複合的であるが、自然災害発生への懸念、景観
への懸念、生活環境への影響、自然保護への懸念があるが、事業産や行政による説明不足など、
住民との合意形成プロセスの問題、事業者による法的手続きの問題などが挙げられる。つまり、
制度面、社会面、事業面のそれぞれの要素が複雑に絡み合っていることがわかった。 
 また、再生可能エネルギー事業に対する反対運動の事例研究として、風力発電については山形
県酒田市、秋田県由利本荘市、岩手県軽米町、北海道石狩市の事例を調査した。太陽光発電につ
いては、まだ顕在化していない反対運動に事例として山形県庄内町、飯豊町、大石田町の事例を
調査した。再生可能エネルギーのトラブルによって、地域社会における再生可能エネルギーの社
会的受容性・政治的受容性の双方が下がっていることが見いだせた一方で、事業者側は住民の受
容性を高めるための実践を行う一方で、地方自治体側は、住民と事業者とのコンフリクトを未然
に防ぐために、適切な事業開発が行われるような監視を行っていることもわかった。 
 一方で、風力発電が立地している地位住民の風力発電に対する認識を分析し、地域の風力発電
所に対する賛否は、事業者や建設過程の公正性といった社会的要因からも影響を受けており、風
車音などの発電所の物理的インパクトからのみ受けているわけではないことを明らかにした。
つまり、風力発電の実際の導入問題は、一般的には風力発電所そのものによる環境影響に注意が
向きがちであるが、事業者との関わり方や地域への配慮の仕方といった手続き的正義や分配的
正義にも目を向けることで問題の解決の糸口が見つかる可能性がある。 



 さらに、再生可能エネルギー事業を推進するアクティビズムの事例として、生活クラブ生協と
いう生活協同組合を事例とし、再生可能エネルギー施設の立地点以外の「よそ者」の事業主体が、
どのように地元住民と「信頼」を築き、手続き的正義や分配的正義を担保したコミュニティパワ
ーを構築して、地域社会にさまざまな派生的な利益をもたらしているのかという点が明らかに
した。「よそ者」の事業体であっても、立地点の住民や自治体と交流し信頼を重ねながら、新た
な価値をつくっていくというコンビビアルな実践の存在が、多様な主体を巻き込むことの重要
性が明らかになった。 
 
（3）自治体調査の結果概要 
2014 年、2017 年に実施した日本全国の基礎自治体を対象とした調査票調査から、再生可能エ

ネルギーに対する住民トラブルと、それに対する自治体対応に関する分析を行った。分析結果の
詳細は、成果報告書の論文を参照されたい。大きな論点のみ、以下、指摘する。 
第一に、自治体が「地元」として被る迷惑として、再生可能エネルギー事業による住民トラブ

ルが 1/3 の自治体で確認され、トラブル対応を念頭に、適正な立地のための手続きの整備を目的
として条例が制定されていることも見いだせた。太陽光発電は多くの自治体が導入可能な脱炭
素のツールであり、本来は適切な推進方針を策定するべきものの、自らの自治体内で地域トラブ
ルが発生しなくても、同一都道府県内の自治体での深刻なトラブルの発生が多いほど、周辺の自
治体が予防的な意味あいを込めて太陽光発電に対する強い規制を導入する傾向が示された。 
第二に、自治体が「地元」として再生可能エネルギー事業から受ける恩恵については、一定の

割合で地元出資の再生可能エネルギー事業が存在するものの地元への利益還元が不十分である
と回答している自治体が多いことが見いだせた。 

 

（4）結論 

 本研究の目的は、再生可能エネルギーの持続可能な開発に向けた「現場に即した規範や倫理」

による合意形成のロジックを提示し、地域に資する再生可能エネルギー（コミュニティパワー）

へ向けた「よりよい現実的な選択肢」を提示することであった。上記の研究から指摘できる点は、

第一に「固有性の尊重」である。気候変動問題の切り札としての再生可能エネルギーは望ましい

という考え方もあるが、個別性に配慮しない考え方に同調圧力を感じる人々もいるだろう。その

結果生じる抵抗感や違和感が、再生可能エネルギー開発を巡ったコンフリクトの原因になって

いる。逆に地域の固有性に配慮することで、再生可能エネルギーの導入にともなうトレードオフ

が、気候変動問題の解決といった社会全体の利益だけでは正当化されないとしても、ステークホ

ルダーにとっての利益や立地地域全体の利益とのバランスのなかで許容されることはあり得る

ことを示してきた。 
 第二に、多様な社会的文脈やステークホルダーの利害関心と接合するための試行錯誤であり、

その結果生み出される再文脈化の重要性が指摘できる。上述した固有性の尊重は、地域社会のス

テークホルダーに望まれる場合もあれば、事業者の私的利益のために地域の公共材である自然

環境が毀損するという問題を発生させ、それがコンフリクトを産む原因となる。それゆえ、社会

的学習や利害関心の全体像の共有といった社会過程や、ステークホルダー間のコミュニケーシ

ョンも含めた再文脈化が重要となる。つまり。再生可能エネルギーの導入における二項対立的な

図式を一旦回避し、その上でより望ましい選択肢を、個別の事例で作り出す努力が必要となる。

具体的には、再生可能エネルギーに賛成をするアクティビズムが、エネルギーだけではなく地域

の利益に供する基金をつくったり、環境共生型の再生可能エネルギー事業を行ったりすること

や、地域の紛争を回避するような仕組み、制度（ドイツの「自然保護とエネルギー転換の専門

センター」（KNE））や、社会調査やコミュニケーションの手法を組み合わせて、地域の文脈を

読み解き、再生可能エネルギー事業にかかわる潜在的なステークホルダーを掘り起こして戦略

的に媒介する「メディエーター」の存在が重要となる。 
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